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１．はじめに 

国総研では、公共事業評価手法の高度化や改善の

ため、欧米先進諸国における公共事業の計画制度や

意思決定方法と事業評価との関連性に着目して調査

を進めている。現在は、英・米・仏・独における、

政策・計画・個別事業の体系、個別事業評価の手続

き、予算制度と事業評価の関係、事業進捗管理制度

の調査を実施しており、本稿では、これまでの調査

成果から各国の交通関連公共事業における長期計画

と予算制度に関する最新状況を紹介する。 

２．英国 

交通（道路・鉄道・港湾・空港）、情報通信、治

水等に関する長期計画として、2010年から財務省に

より「国家インフラストラクチャー計画」が策定さ

れている。この計画は、全国的なインフラへ投資の

姿を表明し、その重要性を説明するために策定され

ており、5～6年間を対象とする計画であるが、毎年

更新される。これに関連して、道路事業については

2015～2021年を対象に、道路庁が所管するStrategic 

Highwayの整備に関する法案Infrastructure Billが

議会に提案されている。既策定の「道路投資戦略」

は、この法案の中に組み込まれており、個別ルート

単位での費用便益比B/Cは、ここで整理されている。 

３．米国 

陸上交通関連の最新の長期計画は法であるMAP-21

である(当初2か年の計画であったが現在延長中)。

MAP-21では、各分野毎の連邦の予算規模が示されて

おり、主に州の規模等に応じて連邦予算が州等に配

分されるが、個別事業の個所付けはされていない。

MAP-21を踏まえて、各州の長期計画（LRP）において

今後20年間の個別事業が5年程度のサイクルで承認

され、交通改善プログラム（TIP）において今後4年

間の優先事業の個所付けと資金計画が策定される。 

４．フランス 

今後20～30年間の鉄道、港湾、運河、都市公共交

通、道路、空港の国の主要プロジェクトが掲載され

た「交通社会資本整備計画」が2010年に策定された。

この計画には、鉄道、港湾、道路等の各分野毎に、

個別路線名、推定される事業費、事業の区間長が記

載されており、事業の優先順位付けや各年度の予算

化も、この個別事業単位で行われる。 

５．ドイツ 

鉄道・道路・内航水運に関する10～15年単位の長

期計画である「連邦交通路計画」が連邦交通・建設・

都市省により策定されており、最新の計画は2003年

版である（現在2015年版を策定中）。「連邦交通路

計画」には、分野・優先順位別に主要事業の箇所・

概要・事業費が記載されている。「連邦交通路計画」

の策定時には、対象事業の評価が実施され、3段階で

優先順位付けされている。この「連邦交通路計画」

から事業を抽出する形で、州の意見も踏まえて5年毎

に「需要計画」が策定され、5年毎の個別事業への予

算配分の基礎が形作られる。 

６．おわりに 

わが国には「社会資本整備重点計画」があるが、

予算と直接つながる計画ではない。一方、英・米・

仏・独では、長期計画の策定から個別事業の予算化

に至る手続きが連動しており、長期的・安定的に事

業化につながる制度が整備されている。 

今後も、事業評価制度の改善の参考となるよう、

引き続き欧米先進諸国の事業評価について調査を進

めていきたい。 
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１．はじめに 

 国土交通省では、積算の効率化等を目的として、

平成24年10月より新しい積算方式である「施工パ

ッケージ型積算方式」の試行を開始し、平成25年
10月には適用工種を拡大している。平成26年度は、

さらなる適用工種拡大の検討に加えて、試行中の

施工パッケージの一部見直しの検討を行った。ま

た、昨年度に引き続き、試行状況の調査を行った

ので紹介する。 

２．施工パッケージ型積算方式の適用工種拡大  

 施工パッケージ型積算方式とは、直接工事費の

積算を施工単位ごとに機械経費、労務費、材料費

を含めて設定した標準単価を用いて計上し、共通

仮設費、現場管理費及び一般管理費等の間接費を

従来の積上積算方式と同じ率式等を用いて計上

する積算方式である。価格の透明性を確保するた

め、標準単価、機労材構成比及び標準単価から積

算単価への補正方法も公表している。 
 平成 24 年 10 月より、３工事区分（舗装、道路

改良、築堤・護岸）の主要工種に 63 の施工パッ

ケージの適用を開始し、平成 25 年 10 月からは、

さらに６工事区分（道路維持、道路修繕、河川維

持、河川修繕、砂防堰堤、電線共同溝）の主要工

種に 146 の施工パッケージを追加した。 
 平成26年度は、さらなる適用工種拡大を図るた

め23工種103歩掛を対象に検討・分析を行った。

また、すでに試行している一部の施工パッケージ

について、根拠となる歩掛の改定に伴う再分析や、

利便性の向上等を目的とした条件区分や適用範

囲等の見直しのための検討・分析を行った。 
 

３．アンケート調査結果について 

 昨年度に引き続き、施工パッケージ型積算方式

についてアンケート調査を実施した。各地方整備

局、北海道開発局、沖縄総合事務局の各事務所を

対象として、平成 25 年度に施工パッケージ型積

算方式を用いて発注した工事から約 700 件を抽

出し、受発注者それぞれに行った。主な調査結果

は、図に示すとおり手間の軽減や価格の透明性が

高まっていると感じている割合が多い結果とな

り、これは適用工種が拡大される前の昨年度のア

ンケート結果とほぼ同じ傾向であった。 

図 アンケート結果 

４．まとめ 

これまで施工パッケージ型積算方式の適用工

種拡大に取り組んできたが、今回新たに再分析を

伴う一部見直しも行った。今後も、現場の実態等

を踏まえ、効率的で使いやすい積算方式となるよ

うに努めてまいりたい。 
【参考】 

国総研HP 

http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_se

kop.htm  

 

Ｑ１．当初積算の手間は、積上方式と比べて軽減しましたか

Ｑ２．標準単価や補正式を公表することで積上方式と比べて価格の透明性は高まりましたか
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